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大学院経済学研究科の３プログラム 
 

 

 

研究者養成プログラム 

► 経済学研究科博士後期課程への進学を前提に、研究者を養

成することを主たる目的とするプログラム。 

 

高度専門人材養成プログラム 

► 経済学に基づく高度な専門知識を備えた職業人を養成する

ことを主たる目的とするプログラム。 

 

東アジア持続的経済発展研究コース 

► 日本や東アジアの経済について研究を行い、経済・社会の

様々な問題の解決やその持続的発展に貢献する研究者やエ

コノミストを養成するプログラム。 



修士課程修了に必要な単位数 
 

 

 

研究者養成プログラム 30単位以上 

 
► 基礎科目 ６単位以上 

► 専門科目 10単位以上 

► 大学院共通科目 ４単位まで 

必修科目の研究倫理・研究公正（人社系）0.5単位を含む 

► 特別研究（修士論文指導） ８単位 



修士課程修了に必要な単位数 
 

 

 

高度専門人材養成プログラム 30単位以上 

 
► 基礎科目 10単位以上 

必修科目のグループワーク２単位を含む 

► 専門科目 ６単位以上 

専門コア科目４単位以上を含む 

► 特別講義 単位の上下限なし 

► 大学院共通科目 ５単位まで 

必修科目の研究倫理・研究公正（人社系）0.5単位を含む 

► 修士論文ワークショップ ４単位 

 

英語科目４単位以上を履修単位に含めること。 



研究者養成プログラム基礎科目 ６単位以上 
 

 

 



研究者養成プログラム専門科目 10単位以上 
 

 
 

専門科目については、「学生便覧」の「１．経済学研究科授業

科目一覧表」の研究者養成プログラムのページを参照のこと。 



研究者養成プログラム 履修ガイドライン 
 

 

 

 

研究者養成プログラムの履修科目については、「学生便覧」に

記載されている「９．履修ガイドライン」を参考にして慎重に

選択すること。 

 



研究者養成プログラム 指導教員・担任教員 
 

 

 

＜指導教員＞ 

修士論文の個別研究指導を受ける指導教員は、1年生前期（7月）に申請し、10

月に正式決定します。申請には、事前に希望する指導教員と必ず面談の上、内諾

を得てください。なお、10月の正式決定までに、個別に指導教員の内諾を得て、

研究指導を受けることは可能です。指導するうえで履修すべき科目もありますの

で、履修登録までに希望する指導教員に内諾を得ておくことを推奨します。 

指導教員を選ぶにあたり、「９．履修ガイドライン等」に示される「指導教員

として求める履修科目」を参考にしてください。准教授を指導教員とする場合

は、教授１名を指導教員（副）として加えてください。 

指導教員の変更を希望する場合は、「指導教員変更願」を提出してください。 

 

＜担任教員＞ 

指導教員決定（もしくは内諾）前に、学修や研究上のアドバイス、各種支援

（推薦状の作成等）を必要とする場合には、担任教員に依頼することができま

す。 
 

 

  



研究者養成プログラム 博士課程進学要件 
 

 

 

修士課程修了者が博士後期課程へ進学するためには、①修士論文審査の評価が「B」以上であ

ること、②博士後期課程進学基準審査に合格していることが必要になります。 

 

(1)博士後期課程進学基準審査 

博士後期課程進学の要件の一つとして、博士後期課程進学基準審査に合格していることが

必要になります。博士後期課程進学後の研究領域を申請し、当該領域で指定された基礎科目

群の内、2科目以上で「70点以上」以上の成績評価を取得していることが合格の要件となりま

す。審査は博士後期課程進学時に行われますが、修士課程1年生後期終了時点で博士後期課程

進学基準を満たすことが推奨されます。 

博士後期課程研究領域および各領域で博士後期課程進学基準審査の対象とする基礎科目群

（領域）及び科目は次の通りです。 

 

＜ミクロ・マクロ・計量経済学領域＞ 

「上級ミクロ経済学」「上級マクロ経済学」「上級計量経済学」「上級統計学」「経済学のた

めの数学」 

＜制度・歴史領域＞ 

「史的分析概論」「日本経済史・経営史」「世界経済史・経営史」「経済変動論」「Political 

Economy」「上級ミクロ経済学」「上級マクロ経済学」「上級計量経済学」「経営学研究法」 

＜経営・会計領域＞ 

「経営学原理」「経営学研究法」「財務会計論A」「管理会計論A」「中級計量経済学」 
 



高度専門人材プログラム 基礎・専門コア科目 
 

 

 

 

 



高度専門人材プログラム 専門科目・特別講義 
 

 

 

 

その他の（コアでない）専門科目と特別講義については、「学

生便覧」の「１．経済学研究科授業科目一覧表」の高度専門人

材養成プログラムのページを参照のこと。 

 

研究者養成プログラムの科目は、担当教員の承認を得ることが

必要。承認され単位を取得した場合は専門科目の単位に加算さ

れる。 



高度専門人材養成プログラム 指導教員・担任教員 
 

 

 

 

指導教員・担任教員について 
 

＜指導教員＞ 

修士論文の研究指導を受ける指導教員は、1年生後期（1月）に、希望する研究領域

（①ミクロ・計量、②マクロ・ファイナンス、③制度・歴史の３領域の中から１領域

を選択）を申請し、その結果を踏まえて、2年生前期開始時に決定します。指導教員

による研究指導は「修士論文ワークショップ」（必修、2年生、前期・後期）を通じ

て行われます。 

 

＜担任教員＞ 

修士論文の研究指導以外の学修上のアドバイスや、各種支援（推薦状の作成等）を必

要とする場合には、担任教員に依頼することができます。 

 

博士後期課程進学について 
 

本研究科の博士後期課程は研究者養成を主たる目的としており、高度専門人材養成プ

ログラムの修士課程修了者が博士後期課程への進学を希望する場合は、博士後期課程

編入学試験（一般選抜）を受験し、合格しなければなりません。 

 



大学院共通科目群 
 

 



日本学術振興会特別研究員について 
 

 

 

申請資格・支給経費・採用期間 
 
（１）特別研究員-DC1（大学院博士課程在学者） 
申請資格 在学年次 採用年度の４月１日現在、我が国の大学院博士課程に在学し、次のいずれかに該当する者（外 国人も含む）  

① 区分制の博士課程後期第１年次相当（在学月数12ヶ月未満）に在学する者  

② 一貫制の博士課程第３年次相当（在学月数24ヶ月以上36ヶ月未満）に在学する者  

③ 後期３年の課程のみの博士課程第１年次相当（在学月数12ヶ月未満）に在学する者  

④ 医学、歯学、薬学又は獣医学系の４年制の博士課程第２年次相当（在学月数 12 ヶ月以 上24ヶ月未満）に在学する者  

※ ①～③において、採用年度の４月に博士課程後期等に進学する予定の者を含む。  

※ 申請後、博士課程において休学をした場合は、申請資格を満たさない場合があるため留意すること。 

採用経験者

の制限 
特別研究員（DC、PD、SPD）に採用されたことがある者は申請できない 

採用期間 ３年間 

研究奨励金 ⽉額 ２００，０００円（支給予定額） 

研究費 

（科学研究費助成事業） 
毎年度 １５０万円以内 

 
博士課程に進学を予定する学生は修士課程２回生（2021年）の５月に申請すること。 



2020年度前期履修スケジュール 
 

 

 

4月 2日(木)～16日(木) 時間割作成期間 

4月17日(金)～20日(月) 履修登録期間 

4月23日(木)・24日(金) 履修登録確認修正期間 

4月28日(火)17時 履修確定 

4月29日(水)～5月5日(火) 履修登録確認表確認期間 

6月18日(木) 創立記念日（授業なし） 

7月22日(水) 前期授業終了 

7月23日(木)～29日(水) 前期試験期間 

7月30日(木)～8月5日(水) 前期試験予備期間 

8月 6日(木) 夏季休業始まり 

 

※変更が生じた場合は随時お知らせします。 
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